
幼児教育・保育無償化（保育所・幼稚園・認定こども園等）主なイメージ

３歳～５歳

０歳～２歳

保育の必要性の認定
事由に該当する子ども

共働き家庭など

利用
保育所・地域型保育・認定こども園・

障害児通園施設 利用者負担なし

Ｈ31.1現在（未確定）

３歳～５歳

専業主婦家庭など

実費徴収費用（バス代、給食費、教材費、行事費など）や上乗せ徴収費用（教育充実費、施設充実費など）は、無償化の対象外です。

2019年10月開始予定

幼稚園の預かり保育
利用者負担なし
（上限月４.２万円）利用

保育所・幼稚園・認定こども園・
障害児通園施設

利用者負担なし
（幼稚園は上限月２.５７万円）

利用

幼稚園・認定こども園（１号）の預かり保育
利用者負担なし
（上限月１.１３万円）

利用

幼稚園・認定こども園・障害児通園施設
利用者負担なし

（幼稚園は上限月２.５７万円）
利用

認可外保育施設・ベビーシッター・一時預かり事業・
病児保育事業・ファミリーサポートセンター事業・

企業主導型保育事業

利用者負担なし（上限月４.２万円、
企業主導型は負担相当額まで）

利用

保育所・認定こども園 障害児通園施設
ともに利用者負担なし

（上限月４.２万円）
複数利用

幼稚園・認定こども園 障害児通園施設
ともに利用者負担なし

（幼稚園は上限月２.５７万円）
複数利用

保育所・幼稚園・認定こども園 障害児通園施設
ともに利用者負担なし

（幼稚園は上限月２.５７万円）
複数利用

認可外保育施設・ベビーシッター・一時預かり事業・
病児保育事業・ファミリーサポートセンター事業・

企業主導型保育事業

利用者負担なし（上限月３.７万円、
企業主導型は負担相当額まで）

利用

住民税非課税世帯のみ

資料４



 

 


